
- 1 - 介護老人保健施設　さやまの里

３，６７０円／日

１９円／日 ４５円／日 ６９円／日

基
本
サ
ー
ビ
ス
費

１～２時間

２～３時間

３～４時間

４～５時間

５～６時間

６～７時間

２，０１３円／日

２，５２６円／日

２，６４７円／日

１，１７８円／日

１，３５１円／日

１，５３１円／日

１，７０８円／日

１，８８４円／日

１，４９７円／日

１，７３９円／日

２，６１６円／日

１，００７円／日

１，１６７円／日

１，９７７円／日

２，２８７円／日

２，５９１円／日

１，９１５円／日

２，２７２円／日

２，６２２円／日

３，０３７円／日

３，４４７円／日

２，９４４円／日

１，７０２円／日

１，９７４円／日

８６４円／日

５６８円／日

７４９円／日

８６６円／日

１，７４８円／日

２，０２５円／日

２，２９８円／日

１，４６７円／日

１，７４４円／日

６３９円／日

７５８円／日

８７４円／日

２割１割

（基本サービス+加算）単位数の1,000分の１０に相当する額の
１割 ２割
（基本サービス+加算）単位数の1,000分の２０に相当する額の

３割

要　介　護　１

要　介　護　２

要　介　護　３

要　介　護　４

要　介　護　５

　介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ

　介護職員等ベースアップ等支援加算

１，３２４円／日

（基本サービス+加算）単位数の1,000分の４７に相当する額の

要　介　護　１

要　介　護　２

１，０１３円／日

１，１４９円／日

要　介　護　１

要　介　護　２

７３４円／日

８７２円／日

要　介　護　３

要　介　護　４

要　介　護　５

施　設　利　用　料　料　金　表【通所リハ】

５０３円／日

要　介　護　１

要　介　護　２

要　介　護　３

１割負担

３７８円／日

４０８円／日

４４０円／日

２割負担

要　介　護　４ 　９３５円／日

１，００１円／日

４７０円／日

①

要　介　護　５

要　介　護　３

要　介　護　４

要　介　護　５

　サービス提供体制強化加算Ⅰ

要　介　護　３

要　介　護　４

（令和６年４月１日～）

要　介　護　１

要　介　護　２

要　介　護　３

要　介　護　４

要　介　護　５

１，１３５円／日

１，３１６円／日

１，４９８円／日

１，７３２円／日

６５８円／日

１，９６３円／日

３割負担

　７５２円／日 １，１３５円／日

　８１２円／日

　８７５円／日

１，２２４円／日

１，３２０円／日

要　介　護　１

要　介　護　２

１，４１０円／日

１，５０９円／日

３９３円／日

４５１円／日

５１１円／日

５７０円／日

６２８円／日

　７８５円／日

　９０１円／日

１，０２１円／日

１，１３９円／日

１，２５６円／日

要　介　護　５

　介護職員処遇改善加算Ⅰ

２，２０１円／日

３，０１９円／日

３，４８８円／日

２，２４７円／日

２，５９７円／日

　９９８円／日

１，１５９円／日

１，３１８円／日

１，５２５円／日

１，７２７円／日

１，２７７円／日

１，５１５円／日

９８２円／日

４９９円／日

５８０円／日

６５９円／日

７６３円／日

３割

１割 ２割 ３割
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（令和６年４月１日～）

（令和６年４月１日～）

②

【通所リハ】

【通所リハ】
介護老人保健施設　さやまの里

１，１２２円／月 １，６８３円／月

１，５８１円／月

１，８３８円／月

１，７８３円／月 ２，６７５円／月

当該日の属する月から６月を超えた期間のリハビリテーションの質を管理した場合

２４８円／月

５６１円／月

６１３円／月

８４６円／月

リハビリマネジメント加算を算定し、３～４時間利用した場合

上記に加え、リハビリテーション計画等の内容を厚生労働省に提出しリハビリテー
ションの提供にあたって適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している場
合

５０円／日 ７５円／日

２５円／日 ３８円／日

５２７円／月

４９６円／月 ７４４円／月

1

　リハビリ

Ｂ１１

Ｂ２１

　　　　　提供体制加算
　リハビリテーション

リハビリマネジメント加算を算定し、４～５時間利用した場合

3

リハビリテーション計画を利用者又は家族に説明し、同意を得た月から起算して６
月以内の期間のリハビリテーションの質を管理した場合

Ａ１１ ５７９円／月

８５８円／月

１，１５７円／月 １，７３６円／月

１，７１５円／月 ２，５７２円／月

３３円／日 ５０円／日

１割負担 ２割負担 ３割負担

Ⅰ
一般浴槽又は、機械浴槽において入浴した場合

４２円／日 ８３円／日 １２４円／日

１３円／日

リハビリマネジメント加算を算定し、５～６時間利用した場合

２１円／日 ４２円／日 ６２円／日

リハビリマネジメント加算を算定し、６～７時間利用した場合

2
１７円／日

　入　浴　加　算

Ⅱ

上記要件に加え、居宅を訪問し浴室における利用者の動作及び浴室の環境の評価を
行い入浴計画を作成した場合

６２円／日 １２４円／日 １８６円／日

4
２５円／日

上記に加え、リハビリテーション計画等の内容を厚生労働省に提出しリハビリテー
ションの提供にあたって適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している場
合

退院（所）又は認定日から起算して３月以内に個別リハビリテーションを集中的に
行った場合　短期集中個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算　

１１４円／日 ２２８円／日 ３４１円／日

Ⅰ

　認知症短期集中

認知症であると医師が診断した利用者であって、リハビリテーションにて生活機能
の改善が見込まれると判断された利用者に対し退院（所）又は認定日から起算して
３月以内に個別リハビリテーションを行った場合

２４８円／日 ４９６円／日 ７４４円／日

Ｂ１２

Ｂ２２

　　マネジメント加算

Ａ２２

Ａ１２

Ａ２１

５６４円／月２８２円／月

８９２円／月

１，２２５円／月

１，０５４円／月

　栄養アセスメント加算

低栄養状態のリスクを把握し、利用者又はその家族に対して説明し、必要に応じ解
決すべき栄養管理上の課題に応じた栄養食事相談、情報提供等を行った場合

　５２円／月 　１０４円／月 １５５円／月

　ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算

Ⅱ

退院（所）日の翌日の属する月又は開始月から起算して３月以内に１月に４回以上リハビリ
テーションを実施し、生活機能の向上に資するリハビリテーションを行った場合

１，９８４円／日 ３，９６７円／日 ５，９５０円／日

　生活行為向上ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算

生活行為の内容の充実を図るための目標や、目標を踏まえたリハビリテーション実
施頻度、実施場所等が記載されたリハビリテーション実施計画を定めて、リハビリ
テーションを提供している場合

１，２９２円／月 ２，５８３円／月 ３，８７４円／月



※　①・②・③・④の合計額が１日当りの金額となります。

（端数処理によって多少前後いたします。）
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②

１割負担 ２割負担 ３割負担

　科学的介護推進体制加算

　送　迎　減　算

利用者ごとの心身の状況に係る、基本的な情報を厚生労働省に提出している場合

居宅と事業所との送迎を行わない場合、片道につき減算

４２円／月 ８３円／月 １２４円／月

　－４９円／片道 　－９７円／片道 　－１４６円／片道

４９６円／回

介護老人保健施設　さやまの里

６９０円／日

　７０円／日

　日　用　品　費　（税込）

　教 養 娯 楽 費　（税込）
クラブやレクリエーションで使用する折り紙・画用紙・鉛筆・マジック・のり等

石鹸・シャンプー・ティッシュペーパー・タオル・カミソリ・ティータイム時の飲
料等日常生活用品

１１０円／日

１１０円／日
③

（大）２３０円　　　（中）２２０円　　　（小）２１０円　／枚

２０７円／回 ４１４円／回 ６２０円／回

栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定し、ている場合に口腔の健康状態と栄養状
態のいずれかの確認を行い、情報を介護支援専門員に提供している場合

６円／回 １１円／回 １６円／回

口腔機能の低下している利用者又はおそれのある利用者に対し、歯科衛生士等が口
腔機能改善のための計画を作成し、これに基づく適切なサービスの実施・評価・見
直し等を行った場合

利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画
を作成し、口腔機能を定期的に記録している場合

１５５円／回

　４０円／枚

（大）１９０円　　　（中）１８０円　　　（小）１７０円　／枚

上記以外は、介護保険療養費に準ずる

３１０円／回 ４６５円／回

１６６円／回 ３３１円／回

　重度療養管理加算

　中重度ケア体制加算

要介護３・４・５で、別に厚生労働大臣が定める状態にある方

２０７円／日 ３１０円／日

中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し、指定通所リハビリテーションを行っ
た場合

２１円／日 ４２円／日 ６３円／日

１０４円／日

　口腔栄養スクリーニング加算Ⅱ

　口腔機能向上加算

Ⅰ

Ⅱ

④

　尿　パ　ッ　ト　（税込）

　紙　お　む　つ　（税込）

　紙　パ　ン　ツ　（税込）

　食　　　費　（税込）

　お　や　つ　（税込）

　栄　養　改　善　加　算 

低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対し管理栄養士が多職種と
協働して栄養ケア計画を作成し、それに基づく適切なサービスの実施・評価・見直
し等を行った場合


